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一心工業生産を中心として一
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はじめに

　周知のように，旧ソ連・東欧に共通した，体

制転換初期時点における「様式化された事実」

の1つは，著しい全般的な生産低下を公式統計

上に記録したことである〔Winiecki（1995）〕．

特にこの「事実」はロシアの場合に顕著である．

公式統計によると，ロシアでは1991年から

1994年の間に鉱工業生産もGDPも1990年水

準の半分程度に落ち込んでしまった．これが事

実とすると，1929年後の大恐慌期における米国

以上の生産危機がロシアで生じたことになる．

しかし，ロシアにおけるインサイダー民営化と

脱税とによる資本蓄積の進展，膨大なキャピタ

ルフライト，生活・雇用状況をみると，体制転

換初期に生産急落が現実に生起したことそれ自

体は事実であるとしても，公式統計が実際の生

産減を過大評価しているのではないか，すなわ

ち公式生産統計は「下方バイアス」を有してい

るのではないかという疑いが生じる．そこで，

本稿では，ロシアの鉱工業生産統計を吟味する

作業を通じて，体制転換途上において，公式統

計が従来の上方バイアスから下方バイアスへと

大きくシフトしていることを統計的に検証し，

さらにその理論的含意を掘り下げてみたい．

　体制転換初期のもう1つの「様式化された事

実」は「．サービス経済化」の急展開であるが，

国際競争力のある優良資源を擁するロシアの場

合，鉱工業生産統計を直接検討の対象にするこ

とは特に重要である．とれは，最近数年で超高

成長を遂げたロシア有力商業銀行・企業グルー

プの多くが石油，鉄鋼，非鉄金属等の流通企業

を中心的環に据えていることからもうかがい知

ることができよう．換言すると，ロシアにおけ

る急激な「サービス経済化」と「ドル化」の進

展の基盤には，やはり鉱工業生産の一定の展開’

があると考えるのが自然である．

　この試論によって筆者が意図していることは，

‘shock　vs．　gradualism’という皮相な政策論争

や‘楽観対悲観’という共存する見方のどちらか

一方に対して肩入れすることではなく，移行初

期時点におけるロシアのマクロ的・ミクロ的経

済状況の深層と，構造変革の問題とを多少なり

とも統一的に理解することである．

1　ロシア鉱工業生産統計の問題点

　ロシア国家統計委員会（Goskomstat　RF）に

よる公式の鉱工業生産統計を指数増加率で示す

と表1のようになっている．ご覧のように，

1991年以降どの部門も大幅な生産減を示して

おり，95年に入って壊滅状況にあるといわれる

軽工業以外はようやく歯止めがかかりつつある．

　公式統計に2つの系列があるのは，産業組織

の変動に対応して同統計委が上方修正を生産統

計に施したことによる．すなわち，92年下半期

以降における民営化・非国営化と営業の自由と

の急進によって生じた，大・中規模企業のみを

カバーする旧系列（a）の不備を補うために，小

企業・合弁企業ならびに非鉱工業企業による鉱

工業生産を加味したのが系列（b＞であり，1995

年に入ってから92年基準の新系列として公表

されたものである．名目価額ベースの鉱工業生

産統計（本稿末の付表1参照）によると，・旧系列

（a）によって捕捉され’ない鉱工業生産額が新系

列（b）に占める比重は，94年には全体で12．7％
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表1．ロシア鉱工業生産の部門別動向，1991－1995年

　　　　　　　　　　　　　　　　　（対前年同期実物増加率；％）

公式統計： 系列（a） 公式統計：系列（b）

1991 1992 1993 1994 1993 1994
1995
P－6月

電力 03 一4．7 一5．3 一＆8 一4．7 一9 一5

燃料 一6．0 一7．0 一15．0 一11．0 一11．6 一10 一〇．6

鉄鋼 一7．4 一16．4 一16．6 一17．4 一16．6 一17 12

非鉄金属 一8，7 一25．4 一18．1 一9．1 一14．1 一9 0．8

化学 一6．3 一21．7 一21．5 一28．2 一21．5 一25 10

機械工業 一10．0 一14．9 一15．8 一38．1 一15．6 一31 一5

木材・製紙 一9．0 一14．6 一18．7 一31．2 一18．7 一30 一7

建設資材 一2．4 一20．4 一17．6 一28．9 一16．0 一27 一6

軽工業 一9．0 一30．0 一23．4 一47．3 一23．0 一46 一36

食品工業 一9．1 一16．4 一9．2 一2L9 一9．0 一17 一9

鉱工業全体 一8．0 一18．0 一16．2 一22．8 一14．1 一20．9 一3

出所：ロシア国家統計委員会（Goskomstat　RF）の以下の資料による．

1991（a）：1物γ04ηoθ肋02の癖ρoRo5∫醜。の％飽勉癖云・1992［年鑑91年版］，p．350；

1992（a）：Rossな加印Fθ42πz趨勿η199280吻〔年鑑92年版］，　p．367；

1993－94（a）：So鰍」’ηo・2加ηo〃眈燃々。θρoJo2舵漉Ro戯1994g．［年報94年版］，　pp．12－13，　p。219；

1993（b）：Ro∬眺肋s如爵漉舵s々ゴ’θz舵go副司1994［年鑑93年版］，　p，298；

1994（b）：鉱工業生産全体ゴδ昭．，p219；部門別数値はGoskomstat　RF提供データ．

1995（b）＝Soな如伽。盈。ηo癖。加s加2ρoJoz勉η’εRos鉱勉初α君万％ガ199亀．［月報95年6月目，　p．157．

備考：

系列（a）1大・中規模企業のみカバーした数字．

系列（b）：大・中・小企業・合弁企業をカバーし，さらに非鉱工業組織（コルホーズ，協同組合等）の鉱工業生産も含め

　　　た総合数字．

にまで達している．部門別にみると，鉄鋼，非

鉄金属，化学，燃料（石油・ガス・石炭）各部門

は10％に充たないが，電力，機械，木材・製

紙，建材，軽工業，食品はすべて10％を凌駕し

ている　．

　新系列（b）によって，93，94年の鉱工業生産

は両年共，年率1．9％上方修正されたことにな

る．1991－94年掛累積減少率でいうと，系列

（a）では51．2％（1990＝100とすると1994年は

48，8）であったものが，系列（b）では48．7％（同

5L3）に上方修正されたわけである．下方バイ

アスの公式の調整は，微調整の域を出ていない

といえよう．

　現在では旧系列に属する物的指数系列（a）そ

れ自体，従来の伝統的な対比価格による鉱工業

生産統計（旧・旧系列）に代わるものとして，

1992年に入ってから公表されたばかりの系列

だということを注意しておきたい．すなわち，

国家統計委員会はrロシア経済統計年鑑1991

年版（八物ZO4η06肋09毎魏oo　ROSS鉱論0げE64εη浜

s舩エ992）』（1992年秋刊行）において，実質価額

ベースの鉱工業生産統計に代わって基準面代表

商品グループの物理的指数による統計を鉱工業

生産の実質変化率を示す統計の基本とすること

に踏み切った．その理由は，企業実績データに

よる対比価格ベース統計は鉱工業生産減を過少

評価することになるということであった．91

年の鉱工業生産下落率は対比価格統計によると

1．7％にすぎないし，機械工業生産はマイナス

ではなくプラス3．9％の成長を計上するが，具

体的製品についてみるとこのような事態は観察

されない，というのが国家統計委員会の言い分

であった．これと共に対比価格表示の鉱工業生

産数字は統計年鑑から姿を消し，金額表示デー

タはもっぱら時価表示数字にのみ限定されるよ

うになり現在に至っている．

　以上の改善の内容は委細がまったく明らかに

されていないため，方法原則と精度の両老につ

いてただちに評価を下すことはできないが，い

くつかコメントしておきたい．

　第1，新系列（b）に対応する名目価額ベース

鉱工業生産統計それ自体が何度となく上方へ修

正されているが，物的生産指数はその修正とは

無関係に当初数字が採用されている．これは貿

　　　　　　　　　　　　　　●
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易統計においてもみられ，ることで，名目値系列

と実質値系列とが緊密にリンクしていないとい

うロシア統計の基本問題が鉱工業生産統計でも

確認される．

　第2，国家統計委員会は対比価格ベースの鉱

工業生産実質値系列の公表を止めてしまったが，

層これ’は対比価格ベース統計の作成をまったく断

念したことを意味しない．同統計委計算センタ

ーが内部資料として詳細な1991－92年鉱工業生

産実質値系列を作成したこと，そして表2に示

されるような国内総産出高（社会的総生産高）の

実質値系列が作成されていることをわれわれは

知っている［前者については久保庭（1994）で利

用］．ところが，これらの実質値系列は毎年基

準価格を変更する（前年価格表示）という特異な

統計原則によっている［IMF（1993）のロシア鉱

工業生産統計とその説明はこれ’に対応しており，

現在の物理的指数体系に関するものではないこ

とに注意］．

　91年におけるソ連最後の上からの大幅な価

格改定，そしてその改定幅を十倍以上も上回る

表2．国内総産出高の部門別動向（MPSベース），

　　1990－1993年

1990　　　　　1991　　　　　1992 1993

名目値（10億ルーブル）

国内総産出　　　1，000．7

鉱工業　　　　585．4

農業　　　　　157．4

建設　　　　　108．4

運輸・通信　　　54．5

商業・その他　　95．0

2，144．．5

1286．2

264ユ

192．7

　86．4

315．1

27，933．0

17，697。9

2，3勺0．8

2，179．7

2，057．8

3，606．8

実質値（前年価格表示；10億ルーブル）

国内総産出

鉱工業

農業

建設

運輸・通信

商業・その他

939．6

568．1

136．2

104．2

46．5

84．7

889．6

533．2

15L1

82．0

50．2

73．1

1，708．2

1，048．7

242．3

1227

　69．1

225．4

227，140．4

124，495．7

19，967．9

24，325．1

32，608．6

25，743．1

（対前年実質増加率；対比価格ベース；％）

国内総産出

鉱工業

農業

建設

運輸・通信

商業・その他

一1．4

－0．9

－3，6

－2．8

0．1

0，3

一8．9

－4．0

－24．4

－7．9

－23．1

－11．1

一18，5

－8．3

－36．3

－20．0

－28．5

－20，3

24，191．8

14β93，3

2，295．2

2，027．1

1，716．2

3，260，0

一15．8

－4．0

－7．0

－16．6

－9．6

－13．4
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価格変動をもたらした92年の価格自由化，さ

らにその後も続く高インフレが対比価格ベース

実質値系列の作成を困難にしており，経済自由

化，民営化が統計カバレッジの問題を惹起して

いることは明らかである．マクロ不安定性と制

度改革の影響はこれに止まらず，より深刻な下

方バイアス性を鉱工業生産統計に付与している

と考えられる，

　表1の鉱工業生産統計は，電力部門生産の落

ち込みが全鉱工業生産やその他の諸部門のそれ

と比較するとかなり軽微だという際だった特徴

を示している．少なくとも1970年から1990年

までの約20年間は電力生産と鉱工業生産全体

の伸びはほぼパラ，レルに進行してきたことから

考えると異常な事態であることがわかる．

　電力はその他の諸部門と異なり，発電方式に

かかわらず産出物は一様であり，いわゆる集計

問題とは無縁であるという特性をもっている．

また，送電線によって供給されるため石油，鉄

鋼・非鉄金属製品，製造業製品と比較すると

‘スチール’や‘横流し’が困難だと考えられる。

さらに，蓄積ができないため‘ため込み’もでき

ない．国民経済計算の立場からみると，運輸・

流通マージンがゼロで，在庫形成もゼロである

という特徴をもっていることを意味する．した

がって，電力生産統計はその他の諸部門に関す

る物理的生産統計と比較して信頼性は格段に高

いとみなすことができよう．在庫を形成しない

という特性は高インフレ下でも実物統計と金額

ベース統計との対応を安定的なものとする．運

輸・流通マージンから自由だという点も広大な

ロシアの場合特に統計上好都合である．さらに，

投資財でないということにより，電力、は移行初

期の投資の大幅減という問題に少なくとも直接

には影響を受けない．

　以上の事由により，鉱工業生産全体の統計を

吟味する場合の出発点ないし‘コントロール・

ト一頭ノレ’として電力生産・消費を位置づける

ことにし，具体的な推計方法と依拠しうるデー

タとに関する議論に入ることにしよう．

出所：Goskomstat　RF提供資料，

備考：基準価格は毎年更新されている．

国内総産出高＝社会的総生産高（GSP）；MPS・市場価格衰示．
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2　電力需給バランスによる推計方法

電力の需給バランス定義式は一般に以下のよ

うになる（変量はすべて実質ベース）．

　瓦（’）　；＝1）（1）（’）十1＝）（2）（’）一十一1）（3）（’）．　　（2．1）

ここに

凡（の：＝’期の電力国内総産出量；

1）ω（の：＝鉱工業生産諸部門全体による’期

電力中間需要；

D（2｝（の：＝非鉱工業部門による’期電力中間

需要；

D㈹（の：＝’期の電力最終需要．

　すでに注意したことにより，電力最終需要

D㈹は，Dωが国産品のみをカバーしている場

合（非競争輸入タイプ），電力最終消費支出（国

産品）と電力輸出のみからなり，Dωが国産品

プラス輸入品の場合（競争輸入タイプ），電力最

終消費支出（国産品プラス輸入品）と電力純輸出

とを成分とする．在庫純増，固定資本形成は定

義上ゼロである点に注意されたい．上記定義式

は，金額ベースと実物（kwh）ベースの両者で成

立する．金額表示の場合，運輸・流通マージン

がぜロであるため購入者価格と生産者価格との

差異は基本的に電力に対する間接税によって形

成される．

　電力生産変化率＆は以下のように書ける．

＆ω一α（1》（’一1）・9ω（’）＋α（2）（’一1）・9②（’）

　　　　＋α（3）（’一1）・9（3）（’）　　　（2．2）

ここに

αω（’）：一D㈲（’）／Σ、D（々）（の；Σ、α㈲一1；

9。ω：＝［X』（’）一＿X』（’一1）］匹（’一1）；

9㈲（の：＝［D㈲（の一D（盈）（’一1）］の㈲（卜1）。

　　　　　　　　　　　　　　　々＝1，2，3

　したがって，前期の各電力需要の電力国内生

産に占めるウェートα㈲と，今期の電力生産増

加率g。，非鉱工業生産部門の電力中間需要増加

率g（2》，最終需要増加率g（3）とが与えられると，

今期の鉱工業生産部門の電力中間需要増加率

gωを一意的に決定することができる．

　電力需要構成成分は投入係数（ないし最終需

要係数）を用いると次のように表現することが

できる．

　　1）ω（の＝α。，ん（’）X㈲（’）．々＝1，2，3．

ここに

α帥（の：＝’期の各部門生産1単位当たりに必

要な電力量（々＝1，2）ないし最終需要総額［最終

消費＋（純）輸出］に占める電力消費量（々＝3）；

X㈲（の：＝’期の各部門国内総産出量（々＝1，

2）ないし最終需要総額［最終消費＋（純）輸出］．

　上式を利用すると，各部門生産増加率γ㈲は

以下のように書ける．

　γ㈲（の

　　　＝［α。，々（’一1）／α帥（の】・［9㈲（’）＋1］一1．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．3）

　γ㈲ω

　　　：＝［X㈲（’）一X（々）（卜1）］偲（ゐ）（’一1）．

　　　　　　　　　　　々＝1，2，3。

　（2．3）式は，鉱工業生産増加率は鉱工業部門

の電力需要増加的ならびに技術変化による投入

係数減少率と比例関係にあることを意味する．

投入係数が安定的であると仮定すると，すなわ

ち

　　　　　こzθ（南）（’）　≒αε（鳶｝（’一1）　　　　　　（2，4）

が成立していれば，（2．3）式より

　　　　　　γ（勘）（’）　≒9（々｝（’）．　　　　　　（2．5）

すなわち，各部門生産増加率は当該部門の電力

需要増加率によって近似され，る．

　本稿では第1次近似として，投入係数と消費

係数との安定性を仮定し，（2．2）式を用いるこ

とによって，プロージブルな鉱工業生産実質増

加率を算定してみたい．そのためにはまず電力

需要構成比率（産業連関分析の用語では電力の

配分係数）α㈲（のに関する情報が必要である．

この情報は，産業連関表（金額表示）ないし電カ

バランス（kwh実物表示）によって与えられる．

　表3は，体制転換直前の1989－1991年におけ1

るロシアの「生産者価格」表示産業連関表（時価

表示名目べ「ス）から計算した部門別電力需要

構造を示している．この産業連関表の各要素は，

ロシア国産品のみを表示しているから（非競争

輸入タイプ）輸移入電力は一切本表では登場し

ていない．また，本産業連関表はMPSベース

であるため，非物的サービス諸部門（旅客運輸，
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　表3．部門別電力需要構造，1989－1991年

（MPS；生産者価格；非競争輸入産業連関表ベース）
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（％）

1989 1990 1991

1電力
2　石油・ガス

3　石炭

4　その他燃料

5鉄鋼
6非鉄金属

7化学
8機械工業
9　木材・製紙

10建設資材

11軽工業
12食品工業
13　その他工業

　鉱瓢業欝

14建設
15　農林業

16　運輸

17商業
18　その他物的生産

舶載澗雛僧蹴

20個人消費

21社会消費

22消費計
23　純固定資本形成

24在庫増加

25更新投資

26損失補填

27輸移出
鍵鼓終霧璽齢
29　国内総産出

0．87

6．72

1．13

0．05

3．90

5，25

1L54

13．64

2．94

4．21

2．13

2．44

2．02

脇＄4

3．76

3．55

6．72

2．95

0．24

74藩1
9．96

12．94

22．89

0．00

0．00

0．00

0．00　．

3．04

鋳‘珍4

100．00

脳
黒
蓋
蠣
難
翻
難
聴
用
器
…
㎜
㎝
㎜
蕪

　　2．31

・　　6．46

　　1．04

　　0．03

　　3．82

　　6．10

　　11．22

　　12．15

　　3．22

　　4．10

　　2．50

　　2．66

　　2．96
　「・総．鰯

　　3．00

　　3．51

　　6．32

　　4．33

　　0．30
　　？惑鰯

　　5．49

　　15．23

　　20．72

　　0．00

　　0．00

　　0．00

　　0．00

　　3．25

　　鍵偽
　100。00

備考：Goskomstat　RF，1～媚s伽肋ρ泌0ゆ％’乃尻8sルγ1989－19916’P70吻。ε欝’P物βsを用いて算定．

住宅・公共事業サービス，行政・金融サービス，

科学サービス）の電力中間需要は「社会消費」部

門の最終消費支出として計上されていることに

特に注意を喚起しておきたい．さらに，ここで

の「生産者価格」は，間接税（90年までは取引

税，91年は売上税と取引税，92年以降は付加価

値税）を含まないため，「鉱工業生産者卸売価

格」に照応している．鉱工業生産統計の名目ベ

ース金額表示統計はこの価格によって評価され

ているから，鉱工業生産を考える場合には好都

合だといえよう．

　さて，89，90両年の名目ベース配分係数α㈲

は比較的安定しており，α（1）≒0．56，α（2）≒0．18，

α（3）≒0．26である．鉱工業生産が大幅’減速過程

に入った91年に予想とは逆にα（1）は0．59へと

増加し，α（3）は個人消費配分係数の大幅下落に

よって0．24に減少を示している（α（2）はほぼ一

定）．これは，主として91年の価格改定による

（企業向け電力生産者価格引き上げ）ものと考え

られるが，電力部門自身の配分係数の大晦増大

は理解に苦しむ．90，91年に商業（公共食堂・

レストラン牽含む）への配分係数が着実に増大

しているのはコーペラチープの興隆を反映して

いると考えられる．社会消費への配分係数の

91年の増大が非物的サービス活動の発展をど

の程度表しているのかは定かではない．

　表4は，1985－1991年におけるロシアの購入

老価格表示産業連関表（時価表示名目ベース）か

ら計算した部門別電力需要構造を示している．

この産業連関表の各要素は，国産品に加えて輸
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　表4．部門別電力需要構造，19854991年

（MPS；購入者価格；競争輸入産業連関表ベース）

（％）

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991

1　電力

2　石油・ガス

3石炭
4　その他燃料

5鉄鋼
6非鉄金属

7化学
8機械
9木材・製紙

10建設資材

11軽工業
12食品工業
13　その他工業

　鉱工業鍬”

14建設
15　農林業

16運輸・通信

17商業
18　その他

総中麹霧甕爵

20個人消費
瓢　鍛嚢消費

22　消費計

23　純固定資本形成

24在庫増加
25　更新投資

26　損失補填

27輸移出
28　輸移入

凶鰻終霧要
30総生産高

朧
畿
謝
旙
號
鰯
錫
鰯
朧
輪
読
踊
躍
㎝
㎜
㎝
…
銘
瀦

藁
論
㎜
禦
講
難
癖
囲
翻
…
羅

窓総3

100．00

轄
脳
講
…
㎜
謹
聴
繋
…
襯
聰
欝
㎝
…
…
澤
翻

　0．90　　　　　　　0．87

　6，89　　　　　　　6．71

　1．11　　　　　1．13

　0．05　　　　　　　0．05

　3．96　　　　　　　3．89

　5．11　　　　　　　5．22

11．79　　　　　　　11．52

13．96　　　　　　　13．62

　2，91　　　　　　　2．93

　4．19　　　　　　　4．21

　2．03　　　　　　　　2．12

　2．39　　　　　　　2．42

　2．00　　　　　　　2．01

5？買3｛｝　　　　　．56冒7斐

　3．61　　　　　　　3．73

　3．38　　　　　　　3．37

　7．49　　　　　　　6．73

　2．77　　　　　　　2．93

　0．10　　　　　　　0．23

74、奪5　　　　7畿奪9

11．35　　　　　　　11．32

13冒7箋’　　　　　　↓毒罵4毒

25．06　　　　　　　25．76

　0．00　　　　　0．00

　0．00　　　　　0．00

　0．00　　　　　0．00

　0．00　　　　　0．00

　2．68　　　　　　　2．93

－2．39　　　　　　－2．38

25．35・　　　　　含（鉱き玉

100．00　　　　100．00

雛
籔
耀
義
翻
諺
語
㈱
㎜
翻
稲
…
…
瑠
縮

藷
…
謝
騰
糊
瑠
號
讐
謝
諭
㎜
聯
瑠
㎜
…
㎜
…
鑛
儲

備考：Goskomstat　RF，　R媚s勿η加ρ泌0曜ρ麗乃δ嬬ゆγ1995－1991α’P協‘加sθ鴛’P露。θsを用いて計算．（＊）は純輸移出を表

　　す．

移入品を含んでいる（競争輸入タイプ）が，輸移

入電力は僅少であるため表3の場合に大きな変

更を迫るものではない．また，本産業連関表も

MPSベースであるため，非物的サービス諸部

門の電力中間需要は先と同様「社会消費」部門

の最終消費支出として計上されている．この表

からも表3と同様の事実を確認することができ
る．

　以上のデータは名目金額表示のデータによる

ものであるが，これ’に対して表5は実物表示の

電力バランス（付表2）から直接計算された電力

需要構造を1993年に至るまで示している．

kwh表示電力バランスでは中間需要と最終需

要の区分が明確ではない．MPSの場合，「その

他」の内，建設，通信，商業の一部は中間需要

を形成する．運輸の一部，住宅・公共事業∫通

信の一部，文化，保健が最終消費支出部分を構

成する．この電力バランスの各要素は輸移入電

力を含んでいるが（競争輸入タイプ），輸移入電

力は僅かなので表5の各要素は国産電力の需要

構造を表示しているとみなしてよいだろう．

　表5から，鉱工業部門への電力配分係数αω

が傾向的低下を示し，89年の0．61から93年に

は0．54へと推移している．運輸部門への配分

係数も同様の低下傾向を示している．これに対

して，農業部門と「その他」部門は配分係数を

年々増大させている．

　92年以降の電力需要構造変動については以
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表5．電力需要構造（kwhベース），1989－1993年
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（％）

1989 1990 1991 1992 1993

鉱工業

農業

運輸

その他

　建設

　住宅・公共事業

　通信・文化・保健・商業

　送電ロス

60．6

8．1

9．8

209

57．8

8．9

9．6

22．9

56．7

9．7

9．1

23．5

1．6

9．0

5．2

7．7

55．0

10，2

8．6

24．6

1．6

9．6

5．3

8．1

53．6

10．9

8．0

25．6

1．6

10．5

5．3

8．2

輸移出

輸移入
ご
U
1

3
3

0
2

刈
絵
3

4．4

－3．3

4．4

－2．7

に
」
ρ
0

4
り
白

　国内圏発電量　　　　　　　　　　100．0　　　　100．0　　　　100．0　　　　100．0　　　　100．0

出所：G。、k。m，t。t　RF，尺。∬ゼ燃、匁麟傭肋・晦・下魚19％P，318；勘・4…肋・・嶋吻RS欝R・19惣・・P・316・「その

　　他」の内訳はロシア国家統計委員会からのヒアリング調査による，

下の2点に注意すべきであろう．

　第1．データの分かっている91年から93年

について「その他」の内容をみると，増加を示

しているのは住宅・公共事業部門（個人消費支

出部分もここでは含まれている）のみだという

ことが判明する．商業を含む非物的サービス部

門である「通信・文化・保健・商業」部門への

配分係数はほとんど変化していないのである．

商業・金融サービス部門の急成長がそれ以外の

非物的サービス諸部門の成長減速によって相殺

され，ていると考えられよう．

　第2．鉱工業生産部門の電力需要シェアの傾

向的低落は事実であるが，その低下は公式鉱工

．業生産統計が含意する低下をはるかに下回るも

のである．

　MPSベース産業連関表は91年表までしか
利用可能ではない．ロシア国家統計委員会が試

験的に作成したSNAベース産業連関表（名目

購入者価格ベース）は1991年と1992年の両年

にわたって利用可能である．表6はこのSNA

産業連関表からみた91－92年の電力需要構造を

爪している．

　本門における91年の非物的サービス諸部門

（教育・文化・保健，住宅・公共事業，行政・金

融，科学）の電力需要を合計すると，表3の「社

会消費」の電力需要と完全に一致することは容

易に確かめられる．92年についても「社会消

費」部門の電力需要シェアを計算するとそれは

11．6％となり，91年よりも低い数字を示す．こ

れは，行政・金融部門のシェア拡大が教育・文

化・保健，科学のシェア急落をカバーしきれな

かったために生じた，ということは表6から明

らかである．

　表6によると，鉱工業の電力需要シェアは91

年の60％から92年には53％に減少した．機

械工業、建材，軽工業のシェア減少は著しいが，

石油・ガス部門のシェア倍増により，鉱工業全

体のシェア低下はかなり軽減され’ている［95年

2月作成の初期バージョンでは石油・ガス部門

のシェア増大は流通マージン過少評価のため僅

かだったから，鉱工業全体のシェアは45％水

準にまで落ち込んでいる］．

　92年の鉱工業部門全体の電力需要シェアは

表5の数字と整合的である．しかし，表6にお

いて商業部門のシェアが91年の4．4％から92

年目18．6％へと飛躍的に増大しているのは必

ずしも表5と整合的ではないといえよう．

　92年に家計消費への電力配分係数が激減を

示しているのは，表7をみれば分かるように，

91年から92年末にかけて家計用電力価格の引

き上げが10倍以内に止まったのに対して，企

業用電力価格は60倍以上に大幅に引き上げら

れ，たためである．93年以降はこうした価格階

差は急速に縮小しているから，名目ベースでの

家計電力需要シェアも再び急増していると考え

られる．

　電力配分係数に関するデータは，以上でみた

ようにいくつかの間題をもっているが，第1次
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　　表6．部門別電力需要構造，1991－1992年

（SNA；購入者価格；競争輸入産業連関表ベース）

（％）

1991 　1992

95．7作成

　1992
（95．2作成）

　1　電力

　2　石油・ガス

　3　石炭

　4　その他燃料

　5　鉄鋼

　6　非鉄金属

　7　化学

　8　機械

9　木材・製紙

10建設資材

11軽工業
12製品工業
13　その他工業

　　拡工業欝

14　建設

15　農林業

16　運輸・通信

　　生産的運輸・通信

　　不生産的運輸・通信

17商業
18　その他物的生産

19　物的中間需要計

20　教育・文化・保健

21　住宅・公共事業

22　行政・金融

23　科学

24　中間需要計’

鱒察欝潰費

郷敏鰐口費
27　粗固定資本形成

28在庫増加
29　輸移出

30　輸移入

31最終需要量
32　国内総産出

％
創
船
船
創
以
調
認
豹
⑳
溺
η
侃
鵬
W
船
脚
四
脚
醸
3
1
8
0
2
3
4
4
3
4
6
7
4
9
総
9
段
0
0
0
0
2
5
4
0
5
1
0
0

2
6
1
。
3
6
揚
3
4
2
2
3
甜
3
3
8
6
憂
。
阻
－
尋
者
鼠
a
身
電

器
調
魂
加
銘
加
茄
加
朋
船
脚
⑳
品
川
茄
鋭
％
冊
1
7
騙
3
3
2
2
6
6
7
1
5
3
5
1
6
4
葡
a
O
O
O
O
O
1
8
0
2
3
6
0
0

，
聡
－
。
4
6
8
6
2
2
1
2
1
鵬
1
1
7
6
遺
。
愚
ま
α
思
ま
。
』
孟

…
鱗
嫌
…
愚
論
購
㈱
…
懸
購
…
愚
…備考：Goskomstat　RF．　R鰯加P猶θあ纏ηαη伽ρ鋤0％吻’7b漉∫ル71991－1992（飾4）o’Pにz‘加sε欝’P漉θsより計算．

　　　　　　　　　　　　　　　表7．ロシアにおける電力価格の変動：1991－1995年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ruble／kwh）

19♀1 1992 1993

QI　　Q2　　Q3　　Q4　　QI　　Q2　　Q3 Q4　　Q1

　1994　　　　　　　　　　　　1995

Q2　　Q3　　Q4　　Ql
家計用　　　　　0．04

企業（生産者）用　0．03

　その内：

　鉱工業用

　農業用

企業（消費者）用

0．12 0．22

0．55

0．26

1．00

035

198

0．37　　0．39　　　5．43　　　5．82　　　6．27

3．14　　4．61　　12．66　　17．53　　28．61

　　　　　　　　　　　　　37．10

　　　　　　　　　　　　　23．08

　　　　　　　　　17．66　　33．12

13．00　　20．51　　25，41　　4L75

41．87　　53．45　　58，40　　81。59

52．15　　66．44　　70．81　　99．94

35．17　　43．82　　45．49　　65．80

48．93　　56．20　　62．08　　90．63

出所：Goskomstat　RFからの資料提供による．
＼

●
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近似としての推計を行うには有用である．

　まず，92年鉱工業生産統計データを吟味する

ために，次の想定のもとで最終需要部門（消

費＋輸移出）の生産増加率を算定してみた（ケー

スA）．（1）92年の電力生産増加率と鉱工業生

産増加率は表1の公式統計を用いる，（2）91年

の配分係数として．表3の数字を用いる，（3）92

年の非鉱工業生産部門の生産増加率は表2の国

家統計委員会データによって計算する（一22．7

％）．こうした想定を設けると，式（2．2）から

γ（3）（92）＝＋40．9％をうる．サービス経済化に

よって「社会消費」の実質成長率がプラスの値

を示したとしてもこの高成長を支持するデータ

も散文的根拠も存在しない．たとえ，もしこれ

が事実としても国家統計委員会のデータの整合

性は保持されない．すなわち，支出国民所得と

GDPとに関する公式のマイナス成長データが，

投資半減状態でも成立しなくなるからである．

すくなくとも，国民所得成長率のドラスチック

な修正を伴なわざるをえなくなることは確かで

ある．

　そこで，今度はより妥当な値をγ（3）（92）

に与えることによって，鉱工業生産成長率γ（1｝

（92）を動かしてみると，表8のケースA1（2）一

（4）に示されるように，鉱工業生産増加率は悪

表8．8，，γω，γ（2），γ〔31の計算値

（％）

9θ　　　　γω（9ω）　　　γ（2）（9（2））　　　γ（3）（9〔3））

ケース

A1（1）

A1（2）

A1（3）

A1（4）

一4．7　　　　－18．0　　　　　－22．7　　　　　40．9

－4．7　　　　　－1．3　　　　　－22．7　　　　　　　0．0

－4．7　　　　　－5，4　　　　　－22．7　　　　　10．0

－4．7　　　　　－9．4　　　　　－22．7　　　　　20．0

B1（1）

B1（2）

B1（3）

B1（4）

一4．7　　　　－18．0　　　　　－15．1　　　　　35．4

－4．7　　　　　－3．5　　　　　－15．1　　　　　　0．0

－4．7　　　　　－5．6　　　　　－15．1　　　　　　　5，0

－4．7　　　　　－7．6　　　　　－15．1　　　　　10．0

A2（1）

A2（2）

A2（3）

A2（4）

一5，3　　　　－16．2　　　　　－10．8　　　　　36．0

－5．3　　　　　－4．1　　　　　－10．8　　　　　　0．0

－53　　　　　－7．5　　　　　－10．8　　　　　10，0

－5．3　　　　－10．8　　　　　－10．8　　　　　20．0

B2（1）　　　　　一53

B2（2）’　　　　一5．3

B2（3）　　　　　一5．3

B2（4）　　　　　一5．3

一14．1

－7．5

－9．2

－10．9

一4．5　　　　　19．6

－4．5　　　　0．0

－4．5　　　　5．0

－4．5　　　　　10．0
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くとも一9％程度に収まることになる（実際に

は一6％程度）．

　以上のシミュレーションは，表2の「商業そ

の他」の生産増加率を「商業プラスその他物的

生産部門」の増加率としてそのまま採用して進

められた．しかし，国家統計委員会は『年報

1993年版』（1994年初刊行）において，92年小売

商業実質販売高増加率に関する統計値をそれま

での一35％から一3％へとダイナミックに修正

を施した．これを考慮して，「商業プラスその

他物的生産部門」の92年生産増加率を±0％と

して計算を実行すると，γ（2）（92）＝一15．1％と

なる（ケースB）．この場合，公式鉱工業生産増

加率一18％を適用すると，γ（3》（92）は，やはり

非現実的な高い水準を示す．先と同様，γ（3）

（92）の数字を動かせてみると，表8のケース

B1（2）一（4）に示され，るように鉱工業生産増加率

は悪くみても一8％程度に止まる（実際には一4

～一
U％程度）．

　93年についても，92年配分係数として表6

の数字を用い（SNAをMPSに変換した場合の

数字），電力生産については表1の公式数字に

固定する．表8のケースA2（1）一（4）は，非鉱工

業部門生産増加率を表2の数字を用いて一10．8

％とした場合のシミュレーシ目ンである．γ（3｝

（93）の数字を現実的な数値に変更すると鉱工

業生産増加率は最悪でも一10％程度に収まる．

小売商業販売高の実質増加率＋2％という修正

された公式統計を考慮して，商業その他の93

年増加率を±0％として，γ（2）（93）の数字を一

4．5％として計算すると，表8のケースB2（1）一

（4）に示されるように鉱工業生産増加率は一10

％以内の範囲内にあるといえよう．

　こうした推計結果を91年や94年に関しても

延長した結果をまとめる’と，図1のようになる．

ご覧のように，1991－94年の鉱工業生産の累積

減少率は，公式統計の示す51．2％［系列（a）］の

みな．らず48．7％［系列（b）］をも大幅に下回り，

高々31．6％である．もちろん，30％にも達する

鉱工業生産減は深刻な問題であることはいうま

でもない．ここで主張したいのは，鉱工業生産

減，そして国民所得成長率の低下を公式統計は
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配1　ロシアの鉱工業生産と電力消費
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誇張していること，そして下方バイアスに修正

を施した部分がロシア市場経済化の影の活発な

活動の原動力になっていること，これである．

3推計の吟味

　本稿の推計は各部門の電力投入係数と消費係

数の安定性を前提にしている．鉱工業部門の投

入係数α。，、（’）を，1990－91年「生産者価格」産

業連関表でみると，90，91年共0．022で同一で

ある．名目ベースの投入係数比較であるため，

価格変動の影響から自由ではないが安定性仮説

を支持するといえよう．最終消費係数も0，017

で同一である．非鉱工業生産部門では商業部門

の電力投入係数が90年の0．021から0．010へと

大幅に減少しているが，非鉱工業生産部門全体

でみると安定的である．

　鉱工業部門の投入係数α。，、（’）を，1990－92年

購入者価格産業連関表（92年はSNA表を
MPS表に組み替え）でみると，90年0．019，91

年0．018，92年0．020でやはり安定的だといえ

よう．消費係数も社会消費の比重が大きいため，

90年0，020，91年0．018，91年0．020と安定的で

ある．商業部門の電力投入係数は90年0．022，

91年0，010，92年0．030と不安定であるが，非

鉱工業生産部門全体としては安定的である．

　電力に関する投入係数と消費係数の安定性を

仮定すれば，kwh表示の電カバラシス表（付表．

2）により，γ㈲（のを直接計算することもでき

る．すなわち，各部門の電力消費需要の増加率

がそのまま各部門の生産増加率を与えることに

なる（付表3，4）．この場合，鉱工業生産増加率

は92年一8．4％，93年一7．5％となる．この数

値はわれわれの推計値と大きく異なっているわ

けではない．一般に鉱工業や運輸は電力と強い

技術連関を有するが，特にロシアの場合そうで

ある．問題は農業，建設や最終需要についても

同様なことがいえるのかという点にある．また，

実物表示電力バランスはその作成方法全体がよ

く知られていないという根本問題がある．こう

した問題を逐一チェックする必要がある．逆に，

産業連関表は実物的技術関係を反映してこそ意

義があるため，実物表示エネルギーバランスと

の照合が不可欠である．こうした作業を今後実

行する必要がある．

　本稿の推計は各産業部門生産と電力生産との

間の直接的・間接的関係を総合的に捉えた結果

ではない．そこで，産業連関分析における特定

産品の生産波及効果に関する計算結果を示すこ

とによって議論を補足しておくことにしたい．



　　　　ロシア生産統計の下方バイアス性

図2　各部門1単位の生産減によって誘発される電力生産減
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化学一一一一一一

建設資材一一一

非鉄金属・一一
石油・ガスー一一一

その他燃料一一一一

石炭一一曹一一一

鉄鋼一一一一一一一

運輸・通信一一　一一

その他工業一一一

木材・製紙一一一一

機械工業一一一一一

建設一一一一一
商業一一一一一一
農業一一一一一一一

食品工業一一一一

その他物的生産一一

軽工業一一一一一一

0 0，02 0，04 0，06 0．08

利用データは，1989年の産業連関表（MPS，

「生産者価格」，非競争輸入型）である．特定産

品の生産変動によってそれ以外の産業諸部門の

最終需要が変動しないと仮定すると，簡単な計

算によって確かめることができるように次式が

成立する．

　特定産業を第％部門とし，この産業の産出量

X。が∠＆だけ変動したとしよう．この時の

その他の諸部門の生産波及増分∠X痘＝1，2，

…，η一1）は

　　　　i急H：：：恐轟

となる．ただし，（1一ノ1d）一1＝（ゲの．

　上式を利用して，各産業部門1単位の生産減

によって誘発される電力生産減を計算すると図

2のようになる．図2から，化学，建材，非鉄金

属，石油・ガスの生産減が相対的に大きな電力

生産減を引き起こすこと，機械工業や軽工業の

生産減による電力生産減誘発は比較的軽微であ

．ることがわかる．機械工業と軽工業の鉱工業生

産減は全鉱工業生産減に寄与することが大きか

ったというのが公式統計のもう1つの主張であ

った．そして，産業連関分析によるとこれらの

部門の落ち込みは相対的に電力生産減を誘発す

る程度が低い．以上の事実については筆者も異

論はない．電力消費減が鉱工業生産力を大幅に

下回っても問題はない．われわれの推計結果も

そのようになっている．注意すべきは，以上の

事実の承認は公式統計の正しさを少しも証明し

ないということである．

　図3は今度は電力1単位の生産減によって誘

発される各部門生産減を上式によって計算した

結果を示している．ご覧のように，石油。ガス，

運輸・通信，石炭，機械工業が相対的に大きな

誘発効果をうける．電気が供給されないと，石

油・ガス生産や機械工業部門の操業ができない

こと，電力投入のこれらの諸部門における重要

性を端的に表しているといえよう．この図は石

油・ガスをはじめとするこれらの諸部門につい

ては，それらの電力中間需要の動向を調べれば，

生産水準をかなりの程度推測することが可能で

あることを示唆している．鉱工業生産，特に燃

料と機械工業のそれの場合，電力消費に着目す

ることの重要性を示している．

4若干のミクロ的考察

　周知のように，旧ソ連・東欧の社会主義体制

下のもとでは，生産統計は上方バイアスを強く

もっていた．この上方バイアスは，集権制計画

管理制度のもとでは，各企業が生産実績と投入

必要量とを過大申告（「水増し報告（ρ万跳勉）」）

することによって利益をうることができるイン

センティブが存在していたことによって生じた

といえよう［Seliunin－Khanin（1987），　Trem1
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図3　電力1単位の生産減によって誘発される各部門生産減
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体制転換とともに集権制計画システムとそれ

随伴する上記のインセンティブシステムも消

した．過大申告（紙上の生産）の必要性の消滅

れ自体も生産統計の下方バイアス性を生み出

1要因に違いはないが，現在注目すべきは，

税のための広範な過少申告の存在であろう．

本主義のもとでは一般に各企業は脱税のイン

ンティブを潜在的に有するが，転換初期のロ

アの場合はハイパーインフレが脱税を促進し

きたといえよう．

月間インフレ率6％（年率100％）以上のハイ

ーインフレのもとでは，相対的に長期の生産

イクルをもつ企業は，企業勘定上，インフレ

無い場合に比べてより高い利潤をうる．しか

，この相対的に高い名目利潤に30％を超え

高率の利潤税がロシアでは課されている．企

はインフレによる損失を補填するためにこの

引後の利潤を利用することになる．．これは簡

な数式で確認することができる．

’期の生産」σ（ののために，当該企業は（’

s）時点にお小て価格σα一s）で投入財々（’

s）を購入するとしよう．ρ（のを企業の製品

格とすると，’期の企業勘定においては

　生産一投入資材
　　＝ヵ（の灘（’）」σ（’一s）ん（’一s）［：＝z］

記録され，る．一方，インフレの無い場合の産

生産勘定では

　生産一投入資材
　　＝ρ（’）必（’）一σ（のん（卜s）　［：＝z＊］

記録されることになる．

投入財のインフレに起因するロスは

　　σ（’）々（’一s）一σ（’一s）々（卜s）

なる．もし，Zに課税されないとするとイン

レによる超過利潤Z－Z＊によってこの損失

過不足無く補填することができる．ところが，

率πの利潤税が課せられ，しかもハイパー

ンフレが進行しているとすると，企業は上記

ロスを完全に補填できなくなる．

企業勘定上の税引後利潤と上記の産業勘定上

それとの間の差額は

1－z6）（Z－Z＊）＝（1一π）［σ（’）一4（’一∫）］

　　　　　　　×々（’一s）

なる．したがって，ロス補填の赤字は

　　　π［σ（’）一4（’一ε）］ん（’一ε）

のぼる．税率が大きければ大きいほど，また

ンフレ率が高ければ高いほどこの赤字は膨張

ることになる．かくして，こうした税制のも

では，ハイパーインフレは単純再生産さえ脅

すことになる．単に生き残るために，あるい

より大きい留保利潤を維持するために企業は

局に生産と税引き前利潤の過少申告を行うこ

になる．実際，相対的に長期の生産サイクル

もつ製造企業（例えば時計工場）はこの種のイ

フレ税と政府税制に再三苦情を申し立ててい

．他方，生産サイクルが非常に短い企業（例



ロシア生産統計の下方バイアス性

えば，チョコレート工場）はこうした問題には

さしあたり関係がない．しかし，ロシアでは一

般にどの企業もインフレ，賃金上昇によるコス

トプッシュに対処するために，二重，三重の複

数の帳簿を作成していることは公然の秘密とな

っている．［以上は1993年12月目よび1995年

7月のモスクワ現地調査による．］

　小さな政府のもとでかつての大きい政府が抱

え込んだ対外債務を返済しつつ，ソーシャル・

ネットの拡充を迫られている連邦政府も，新旧

の大企業からの税徴収が新しい小企業群から徴

収するよりずっと簡単であるし，企業の帳簿も

信用できないため，高税金政策を維持せざるを

えない状況に追い込まれている，といえよう．

企業と連邦政府のこの悪しきゲームはハイパー

インフレが収束し，新たな金融インフラが整備

されるまで継続されよう．

　最後に，ロシアでは企業による国家統計委員

会への鉱工業生産報告1ま課税をはじめとする他

の用途へも転用可能である点に注意しておこう．

わが国では，通産省の鉱工業生産統計の信頼性

を保持するために，税務当局は通産省への企業

の生産報告にアクセスすることは法律上禁止さ

れている．ロシアにおいてもこうした法制上の

整備が必要であることはいうまでもない．

5結語

　移行初期のロシア経済のマクロ経済的状況と

そのミクロ的基礎とを探求する場合，まずクリ

ア〒すべき問題の1つは，ロシアのマクロ生産

統計の下方バイアス性の理解であろう．

　ロシア国家統計委員会もマクロ統計の断片的

手直し（鉱工業生産のカバレッジの変更，小売

商業販売高の大幅上方修正，輸入の上方修正）

を行ってきたが，核心部分である鉱工業生産と

GDPの大幅上方修正には今のところ踏み切っ

ていない．筆者は94年秋以来，鉱工業生産を

中心として，そのより良き理解のために大幅上

方修正の必要性を内外で説き，代替的推計を試

論的に提示することを試みてきた．期せずして

同時期に同様な問題意識をもって，ロシアの有
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力な専門家とIMFのエキスパートがロシアの

公式GDP統計を大幅上方修正レた代替的推計

を提示していることも注意しておきたい
［Gavrilenkov・Koen（1994）］．

　本稿ではロシアの公式鉱工業生産統計の不整

合性を研究することによって，マクロ経済の実

際の状況とそのミクロ的基礎を考えてきたが，

こうした予備的調査によってロシア経済に対す

る様々な見方（ロシア経済のパフォーマンス，

マクロ安定化政策，構造改善政策）を統一的に

捉えるための準備が整うことになる．資金循環，

貿易，通貨・為替の問題を含めたより一層の統

一的なロシア経済の実相の描写が今後の焦眉の

課題となっている．

　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　＊　本稿を準備するにあたって，平成7年度の科学

研究費補助金（一般C萌，課題番号06803005および重

点領域研究「スラブ・ユーラシアの変動」・計画研究

BO2，　COE「汎アジア圏長期経済統計データベースの

作成」）の支援を受けた．本稿の草稿を所内定例研究会

において報告した際に，溝口敏行教授をはじめとする

同僚諸教授の有益なコメントを受けた．記して感謝し
たい．なお，本稿では“promyshlennost’（industry）”

を「工業」ではなく，内容上の誤解を避けるために，

「鉱工業」と訳している．
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付表1　ロシア鉱工業生産の2系列（名目ベース）

公式統計　　公式統計
：系列（a）　：系列（b）　（b－a）／b

　［10億ルーブル］　　　［％］

付表2　ロシアの電カバランス，－1970－1994年

　　　　　　　　　　　　　　　　　（10億kwh）

電力生産
部門別電力消費

1992年

　全鉱工業生産

1993年
　全鉱工業生産

1994年
　全鉱工業生産

　　電力

　　燃料

　　鉄鋼

　　非鉄金属

　　化学

　　機械工業

　　木材・製紙

　　建設資材

　　軽工業

　　食品工業

　　その他工業

鉱工業　農業　　運輸　その他　輸出　　輸入

16，135

109，423

310，981

41，913

49，604

29，127

22，462

23，414

59，479

13，002

11，843

　9，521

36，902

13，714

17，281

120，657

356，112

47，685

53，497

29，582

23，501

24，627

68，688

16，334

17，252

11，295

44，635

19，016

6，6

9．3

12．7

12．1

7．3

1．5

4．4

49
13．4

20．4

31．4

15．7

17．3

27．9

1970　　　　470．2

1975　　　　639．9

1980　　　　804，9

1985　　　　962．0

1986　　　1001．5

1987　　　1047．3

1988　　　1065．5

1989　　　1076．6

1990　　　1082．2

1991　　　1068，2

1992　　　1008．5

1993　　　　956．6

1994　　　　876．0

321，6

427，7

520．3

596．8

6173

640．2

655．3

652．6

625．9

605，2

554，6

512．8

18．9　　　41．2

36．4　　　55，6

56．0　　　77．0

73，7　　　9L1

76．8　　　97．1

81．4　　　99．8

84．9　　102．3

87．6　　105．6

96．4　　103．8

103．4　　　96，7

1．02．9　　　86，7

103．8　　　76，7

97．0・

139ユ

162．6

202．8

2092

217．9

219．1

225，4

247．7

250．8

247．9

244．6

8．1　　－16．6

11．3　　－302

22．0　　－33．0

29．9　　－32．3

33．5　．一32．4

36．9　　－28．9

36．4　　－32．5

39．2　　　－33，8

43．4　　－35．0

47．2　　－35．1

44．0　　　－27．7

43．4　　－24．7

出所＝ロシア国家統計委員会，『年報』，『年鑑』各戸版。

　　1994年（b）はヒアリング．

出所：ロシア国家統計委員会（本文表5の資料および『年報』

　　94凹版p．16）．

付表3部門別電力消費増加率，197｝1994年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年平均増加率％）

付表4　「その他」諸部門の電力消費

電力生産

kwhベース

部門別電力消費

鉱工業 農業　運輸　その他輸出　輸入

1971－75

1976－80

1981－85

1986－90

．1991－93

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

　6．4［　　7］　　　5．9（　　7．3）

　4．7［　　5］　　　4．0（　　4．1）

　3．6［　　4］　　　2．8（　　3．3）

　2，4［　　3］　　　1．0（　　2．6）

一4．0［一3］　一6．4（一13．4）

　4．1［　　4］　　　3．4（　　4．5）

　4．6［　　5コ　　　3．7（　　3，5）

　1．7［　　1］　　　2．4（　　3．8）

　1．0［一1］　一〇．4（　　1．4）

　0．5［一1］　一4．1（　、一〇．1）

一L3［　　0］　一3．3（　一8．0）

一5．6［一5］　一8．4（一18．0）

一5，1［一5］　一7．5（一14．1）

一8．4［一9］　　　　　（一20．9）

14．0　　6．2

　9．0，　6．7

　5．6　　3．4

　5．5　　2．6

　2．5　－9．6

　4．2　　6．6

　6．0　　2．8

　4．3　　25

　3．2　　3，2

10．0　　－1．7

　7．3　－6．8

－0．5　　－10．3

　0．9　　－11．5

　7．5

　3．2

　4．5

　4．1

－0．4

　3．2

　4．2

　0．6

　29
　9．9

　1．3

－1．2

－1．3

　6．9

14．3

　6．3

　7．7

　0．0

12．0

10．1

－1．4

　7．7

10．7

　8，8

－6。8

－1．4

　12．7

　L8
－0．氏

　1．6

－11．0

0．3

一10．8

12．5

4．0

3．6

0．3

一21．1

－10．8

19911992 1993 1992 1993

（10億kwh） （増加率％）

建設 17．1　16．1 15．3 一5．6 一5ユ

住宅・公共事業 96．1　96．8 100．4 0．7 3．7

通信・文化 55．5　53．5 50．7
，一3．8

一5．1

保健・商業

送電ロス 82．3　81．7 78．4 一〇．7 一4．0

備考：付表2と表5から計算．

備考：付表2から計算．［］内数字は鉱工業生産統計における電力生産指
　　数増加率．（）内数字は全鉱工業生産指数年増加率．


